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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 27966
組合名称 リクルート健康保険組合
形態 単一
業種 情報通信業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

100,030名
男性22.33%

（平均年齢36.30歳）*
女性77.67%

（平均年齢40.96歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 100,030名 -名 -名
適用事業所数 21ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

0ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

80‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 1 13 - - - -
保健師等 7 2 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 25,635 ∕ 31,416 ＝ 81.6 ％
被保険者 24,432 ∕ 29,622 ＝ 82.5 ％
被扶養者 1,203 ∕ 1,794 ＝ 67.1 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 884 ∕ 3,253 ＝ 27.2 ％
被保険者 869 ∕ 3,140 ＝ 27.7 ％
被扶養者 15 ∕ 113 ＝ 13.3 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 42,447 424 - - - -
特定保健指導事業費 40,000 400 - - - -
保健指導宣伝費 51,500 515 - - - -
疾病予防費 968,500 9,682 - - - -
体育奨励費 33 0 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 4 0 - - - -
　
小計　…a 1,102,484 11,022 0 - 0 -
経常支出合計　…b 34,176,828 341,666 - - - -
a/b×100 （%） 3.23 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

200 100 0 100 200
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 8人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 1,200

人 25〜29 6,197
人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 4,905
人 35〜39 2,887

人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 2,113
人 45〜49 1,688

人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 1,405
人 55〜59 1,055

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 650人 65〜69 304人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 61人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 9人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 2,862

人 25〜29 12,061
人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 10,931
人 35〜39 8,973

人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 9,710
人 45〜49 12,551

人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 12,416
人 55〜59 6,773

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 2,042
人 65〜69 338人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人

70〜74 25人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 2,263

人 5〜9 1,540
人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 1,153
人 15〜19 969人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人

20〜24 586人 25〜29 340人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 59人 35〜39 545人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 43人 45〜49 320人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 60人 55〜59 252人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 69人 65〜69 162人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 23人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 2,153

人 5〜9 1,540
人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 1,080
人 15〜19 969人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人

20〜24 583人 25〜29 340人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 516人 35〜39 545人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 425人 45〜49 320人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 273人 55〜59 252人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 263人 65〜69 162人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 126人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴

・加入者の74.9％が女性である。
・株式会社リクルートスタッフィングの派遣スタッフが被保険者の68.6％を占めている。
・加入者全体の年齢構成は、20〜30代（44.8％）が多く、60歳以上（3.5％）が少ない。
・加入者女性の年齢構成は、20〜30代（41.7％）も多いが、40〜50代（48.4％）が更に多い。
・健保には常駐の医療専門職が不在。
・保健事業費のほとんどが疾病予防費。
※令和6年度加入者数（＝予測値）は「99,084名」。システム制御（被保険者数未満の数値入力不可）のため被保険者数と同数を入力。
※令和6年度見込みの年齢別人数は、2月末時点で仮設定。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴
・事業会社とのコラボヘルスが進んでいない。
・保健事業予算の大半が健診事業。
・新たに「重症化予防の受診勧奨（令和５年度）」「WEB歯科問診（令和６年度）」を導入。
・40歳未満の健診情報が活用できていない。

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関紙（けんぽっぽ）・その他健康情報提供
　その他 　季刊誌　けんぽっぽforFamily 発行
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　歯科健診
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品の使用推奨
　疾病予防 　ファミリー健診（被扶養者健診）
　疾病予防 　人間ドック補助
　疾病予防 　がん健診
　疾病予防 　単独がん健診（子宮頚がん・乳がん）
　疾病予防 　禁煙促進事業
　疾病予防 　生活習慣病の受診勧奨
　疾病予防 　健康相談
　体育奨励 　フィットネスクラブ利用
事業主の取組事業主の取組
　1 　新人社員研修・新任管理職研修での健康教育
　2 　メンタルヘルス研修
　3 　定期健康診断
　4 　雇入れ時の健康診断
　5 　海外赴任前健康診断
　6 　健康診断事後措置に伴う個別指導
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2,5
機関紙（けん
ぽっぽ）・そ
の他健康情報
提供

健康啓発、健康情報・健保情報の提供 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 17,850

・令和4年9月、令和5年3月に発行。
・発行対象者全員に送付。
・健保ホームページにWEB閲覧用の広
報誌画像を掲載。
・例年通りのページ数、紙面構成での
発信。ページ数増加は検討の上行わず
、必要な情報はチラシ等同封物として
発信することとした。

・計画的に発行の準備を進め実施。
・昨年に引き続き令和5年3月号には保
健事業の一覧を掲載。令和4年9月号に
はマイナンバーカードの健康保険証利
用案内を同封。

・限られたページ数の為、紙面の見や
すさに難がある。
・WEBで見ることができるマイページ
がないため、紙面での送付のみ。逐次
の情報提供が難しい。

5

そ
の
他

2,3,5
季刊誌　けん
ぽっぽforFami
ly 発行

40歳以上の特定健診対象被扶養者に向けて健康情報の提供・特定健診
・保健指導参加率の受診率向上 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 2,715

・令和4年4月、7月、10月、令和5年1
月に発行。
・特定健診の対象者である40歳以上の
被扶養者宛に送付。
・健保ホームページにWEB閲覧用の広
報誌画像を掲載。
・7月号に禁煙外来のチラシ同封。1月
号には勤務先等で受診した健診結果の
提出依頼レターを同封し、15名の健診
結果が扶養者分として追加登録できた
。

・計画的に発行の準備を進め実施。
・今後も扶養者の特定健診受診率向上
の為、健診結果の提出依頼レターの同
封は継続する方向。

・WEBで見ることができるマイページ
がないため、紙面での送付のみ。逐次
の情報提供が難しい。

3

個別の事業個別の事業

特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健康診査 特定健診受診率の向上と将来的な生活習慣病の発症予防 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 18,646

【実施状況】
・強制被保険者は事業主から定期健診
結果をもらい、特定健診の実施とみな
す。
・任意継続者と被扶養者はファミリー
健診・人間ドックを特定健診とする。
広報誌で依頼で提出された勤務先等の
健診結果のデータも特定健診とする。
【実施時期】
強制被保険者（従業員）：6月〜8月
強制被保険者（派遣スタッフ）：春6〜
7月、秋11月~12月
任意継続・被扶養者：8月〜2月

・R3年度より40歳以上の短時間勤務者
（派遣）に無料のファミ健受診を認め
、今年度は393名が受診した。
・勤務先等で受診した被扶養者健診結
果の提出が15件あった。
・強制被保険者（従業員）は業務時間
内に受診ができ、事業主から受診勧奨
が行われている。
・特定保健指導案内前と国への報告前
に特定健診除外登録を実施。
・一部の事業所の定期健康診断におい
て、問診で服薬・喫煙確認ができない
受診者に対し、健保から確認の手紙を
送付。返信用封筒は受取人負担とした
。
・平成30年度から被扶養者の住所管理
を開始した。
・メールで受診勧奨を2回行った。

・事業所によって特定特定健診の問診
（服薬確認・喫煙確認）の確認等を行
っていない。
・被扶養者と任意継続被保険者は受診
の有無は本人次第である。

4

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導 将来的な生活習慣病の発症予防（生活習慣の改善） 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 24,555

【実施状況】
・健診時期が異なるため、3回に分けて
実施。
・ICTプログラムで保健指導を行えるメ
ドケア（株）を委託先とし、保健指導
を行った。
・女性のための保健指導プログラムの
トライアルとして、（株）エス・エム
・エスを委託先とした保健指導を従業
員7名に実施した。
・従業員は原則全員参加とした。
・派遣スタッフ、被扶養者、任意継続
被保険者は任意の参加である。
【実施時期】
・令和4年10月、令和5年1月、6月の計
3回、保健指導の案内を各対象者へ送付
。
従業員：令和4年10月、令和5年1月、6
月
派遣スタッフ　春健診受診者は令和5年
1月、秋健診受診者は令和5年6月実施。

・従業員は業務時間内の面談を事業主
に認めてもらい、受診勧奨も協力して
もらっている。
・脱落候補者には健保よりメールでの
受診勧奨を実施している。
・令和3年度より派遣の対象者にも健保
から保険指導の郵送物が送付されるこ
とを、事業主がメールで連絡。
・ICTプログラムを実施することで、参
加しやすい環境を整備した。
・女性のための保健指導プログラムの
トライアルにて、新たな保健指導の選
択肢を検証した。

・派遣スタッフ、被扶養者、任意継続
者は任意の参加のため、受診するかど
うかが個人の判断となる。
・申込者が指導完了するまで長期化、
または途中離脱するケースが目立つ。

4

保
健
指
導
宣
伝

3,4 歯科健診 虫歯や歯周病の早期発見 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 95

・歯科検診センターに委託し、無料の
歯科検診を実施。
【令和4年度】利用実績
受診者数：663名

・令和4年8月被保険者向け広報誌、令
和4年10月被保険者向け広報誌にて歯科
健診の案内を掲載した。
・保健事業一覧を令和4年3月、4月の広
報誌に入れ、健保のサービスの認知度
を高めるようにした。

・更に認知度を高めるため、広報の方
法を検討する必要あり。 5

7
ジェネリック
医薬品の使用
推奨

ジェネリック医薬品の使用を促進し、医療費の削減を目指す。 全て 男女
20
〜
74

加入者
全員 1,246

・令和5年1月に後発品に切り替えるこ
とで対象期間計（Ｒ4.2~Ｒ4.4）で500
円以上の削減が見込める方を対象に、
差額通知を発送（5,296名）
・令和5年6月効果検証実施。対象者の
令和5年2月のレセプトから効果を検証
した。

・後発医薬品利用した場合の差額通知
を送付することで加入者へ情報提供を
行った。
・効果検証を行い、今後の使用促進の
ための手法を研究した。

・加入者の65％にあたる派遣スタッフ
が取得と喪失を繰り返す傾向にあり効
果検証がやや難しい。

5

疾
病
予
防

3
ファミリー健
診（被扶養者
健診）

各種疾病の早期発見、健診受診率（特に特定健診）向上 全て 男女
19
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

30,296

・令和4年4月1日時点で加入しており、
年度末で19歳以上の被扶養者、40歳以
上の派遣短時間被保険者を対象に7月中
旬に案内。
・40歳以上の被扶養者・被保険者は無
料で胃がん、乳がん、子宮頸がん検査
の追加が可能。一部自己負担がある人
間ドックへの切り替えも可能としてい
る。
・11月中旬時点で未予約者に40歳以上
の扶養者を対象に受診者に受診勧奨は
がきを作成し1,161名に送付。内343名
受診（人間ドック：132名、ファミ健：
211名）
・8/24,10/13,12/5に未受診者を対象対
象に受診勧奨メール送付。
・令和4年度ファミ健受診者数：1,437
名（内扶養者：1,044名、派遣短時間被
保険者：393名）

・40歳以上被扶養者・任継本人の未受
診者に郵送で受診勧奨はがき発送。ま
た別で3回メール受診勧奨。
・令和3年度よりファミリー健診が受診
できる対象者を拡大した。

・ファミリー健診も受診するかどうか
が個人の判断に委ねられる。
・コロナ禍の影響が前年よりは薄くな
っているが、健診控えが存在する。

5

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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3 人間ドック補
助 がんなどの疾病の早期発見 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 411,909

・令和4年4月1日時点で加入しており、
年度末で40歳以上の被保険者を対象に7
月中旬に案内。
・一部の健診機関は自己負担2万円、そ
れ以外の健診機関は自己負担1万円で実
施。
・令和4年度人間ドック受診者数：9398
名(被保険者・本人）

・対象者に郵送で案内書を送付。
・ＨＰでの広報を充実させ、加入者が
認知しやすい環境を整備した。
・健診未受診者には受診勧奨メールを3
回送付。

・人間ドックの受診は定期健康診断と
重複する項目が多く、受診しないケー
スが見られる。
・コロナ禍の影響が前年よりは薄くな
っているが、健診控えが存在する。

5

3,4 がん健診 肺がん、胃がん、大腸がん、乳がん、子宮頸がんの早期発見 全て 男女
40
〜
75

被扶養
者 0

・単独がん健診（婦人科）以外のがん
健診に関しては、令和4年4月1日時点で
加入しており、年度末で40歳以上の被
扶養者、また40歳以上の派遣短時間被
保険者を対象に7月中旬に案内。
・単独がん健診（婦人科）については
、令和4年4月1日時点で加入しており、
年度末に19歳以上になる女性の被保険
者を対象に7月中旬に案内。
令和4年度単独がん健診受診者数：6,27
6名
・肺がん、大腸がん検査はファミリー
健診の項目に含まれており、胃がん、
乳がん、子宮頸がん検査は無料で追加
することができる。

・人間ドックの対象外の年齢の女性に
単独がん健診を受診する機会を設けた
。
・令和3年度よりファミリー健診が受診
できる対象者を拡大した。
・受診勧奨はがきの送付

・人間ドック、ファミリー健診、単独
がん健診は、受診するかどうかが個人
の判断に委ねられている。
・コロナ禍の影響が前年よりは薄くな
っているが、健診控えが存在する。

4

3
単独がん健診
（子宮頚がん
・乳がん）

40歳未満の加入者の乳がん、子宮頸がんの早期発見 全て 女性
19
〜
74

被保険
者 60,098

10月に、39歳未満の対象者宛に受診勧
奨メールを送信。受診予約数の増加に
繋がった。

全体を対象とした受診勧奨ではなく、
対象を限定としたメールを送ったこと
で、効果が高かったと思われる。単独
がん検診受診率も昨年度に比べ0.5％ア
ップした（R3年度11.7％→R4年度12.1
%）。

受診するかどうかが個人の判断に委ね
られている。 4

5 禁煙促進事業 禁煙促進による健康増進奨励 全て 男女
35
〜
74

加入者
全員 656

・35歳以上の加入者で喫煙している方
を対象にオンライン喫煙プログラムを
案内。
・禁煙成功如何に問わず、一律1万円円
（税込み）で禁煙外来が受診できるよ
う設定。
・R4年度申込は15名。令和3年度の禁
煙外来完了率：93.3％、禁煙成功率（
次回健診で禁煙していたか）：36.4％

・ＩＣＴを活用し、通院する必要なく
禁煙プログラムを受けられる点が有効
。

・申込は強制ではなく個人の判断によ
る。また初回に高額な支払いが発生す
るため、申込ができる人が限られる。
・長期間喫煙者は禁煙を始めるにあた
り、たばこへの依存度が高く、ハード
ルが高い。

3

3,4
生活習慣病の
受診勧奨 生活習慣病（高血圧、糖尿病、脂質異常症）に伴う疾病予防 全て 男女

19
〜
74

基準該
当者 0 令和5年7月の健康推進委員会で検討を

行い、対象・基準値の決定を行った。

従業員側、RS側に健康管理推進委員会
にて懸念点などを確認。健保の決定し
た基準値に確認、また送付時に担当者
に連絡するなどの運用に関して取り決
めを行った。

− 5

6 健康相談 電話健康相談、メンタルヘルスカウンセリング等により、早期の適切
な受診・治療を促す。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 10,719

・ティーペック株式会社に委託し、メ
ンタル・フィジカルの健康相談を24時
間受付で実施。
・令和4年度より英語での相談スタート
。
・セカンドオピニオンの相談も設けて
いる。
【令和4年度】利用実績
健康相談（メール含む）　1,686件　
セカンドオピニオン　39件

・機関紙やＨＰで加入者に広報。
・随時情報があれば、健康管理室にメ
ンタルやテレワークによるストレスに
関する窓口の情報共有。

・多くの加入者に認知してもらうこと
が必要。広報の手段をさらに検討した
い。

5

体
育
奨
励

5 フィットネス
クラブ利用 運動による健康増進奨励 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 33 ・各クラブのキャンペーンに合わせ、

ＨＰ上で広報を行った。

・意欲的なフィットネスクラブと年間
でキャンペーン期間を設定し、ＨＰで
利用促進を実施。
・資格取得時の配布するけんぽのしお
りで広報。

・参加は強制ではなく本人の意思によ
るものであり、効果的な運動促進の方
法等検討する必要である。

4

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組

新人社員研修・新
任管理職研修での
健康教育

健康に関する自己管理意識・安全配慮義務を目的に実施 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

新入社員研修・新任管理職研修にセルフケア、
ラインケア、情報エスカレーション、社内支援
体制など健康管理コンテンツを加えて実施。（
一部未実施の事業主あり）

- 実施にあたっては必ずしも教育時間が十分確保
されているとは言い難い 無

メンタルヘルス研
修 主に新任管理職などに対して実施 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

組織長会議や部門会議のプログラムの中で保健
師・産業医などが定期的に実施
（事業主により実施状況・実施頻度はばらつき
がある。）

20代〜30代の若手社員が多いこと、入社、異動
、退職など人の入れ替わりが多いことから、事
業主が必要性を理解し、問題意識を持って実施
しているケースが多い

- 無

定期健康診断 安衛法に基づき実施。従業員の健康管理 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

毎年6月〜7月にかけて実施。
一次検診の結果の悪い人には、その項目につい
て再検査の受診を実施。

・大規模拠点は社内会議室での健診実施。受診
しやすくする＝受診率向上
・グループ独自の判定結果を使い、健診機関ご
との判定のばらつきがない運用を実施。

- 有

雇入れ時の健康診
断 従業員の健康管理 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

随時実施 - 時間的な制約のため、産業医が健診結果を確認
する前に入社になるケースもある 無

海外赴任前健康診
断 海外赴任前の実施 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

随時実施 - 健診の結果、さらに詳細な検査が必要となる場
合、時間的に実施が厳しいケースがある 無

健康診断事後措置
に伴う個別指導 健診結果・治療結果の把握、生活習慣指導のための実施 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

社内保健師などによる、再検査対象者やハイリ
スク者への保健指導を実施

再検査時に保健指導コーナーを設け、もれなく
保健指導を実施している。 - 無

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 加入者特性〈5か年の男女比率・平均年齢比較〉 加入者構成の分析 ・被保険者の女性比率が非常に高い。

・他組合に比べ平均年齢は低いが、徐々に上昇している。

イ 加入者特性〈3か年の構成割合比較〉 加入者構成の分析 女性の50代以上の割合が増えてきている。

ウ 医療費推移〈総医療費〉 医療費・患者数分析 医療費は年々増加傾向。
年齢階層別では50歳以上の増加率が高い。

エ 悪性腫瘍医療費〈経年比較〉 医療費・患者数分析 悪性腫瘍の医療費は、乳がんが最も高い。
※その他の悪性腫瘍は、五大がん以外の医療費合計。

オ 悪性腫瘍診療開始日年齢 医療費・患者数分析 40代以降から悪性腫瘍の患者数が増加傾向にあるが、40歳未満においても
一定数の患者が存在している。

カ 歯科受診割合〈全体〉 医療費・患者数分析 加入者全体の半数以上が一年間一度も歯科受診なし。そのうち3年連続未受
診者は54.5％。
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キ 特定健康診査受診率 特定健診分析 被扶養者の健診受診率が55.1％と低く、全体でも目標値である90％に対し8
.7％足りていない。

ク 特定健康診査受診状況〈被扶養者3か年〉 特定健診分析 連続未受診者が多く存在し、健康リスク未把握の状態が長く続いている。

ケ 特定保健指導対象者割合〈全体〉 特定保健指導分析 特定保健指導対象者は他健保と比較し、割合が低い。

コ 特定保健指導対象者構成〈被保険者〉 特定保健指導分析 特定保健指導対象者のうち、リピート対象者の割合が高い。

サ 特定保健指導該域当者〈若年層全体〉 特定保健指導分析 若年層（40歳未満）に特定保健指導域該当者が一定数存在している。

シ 特定保健指導該域当者〈若年層・年齢階層別〉 特定保健指導分析 35～39歳に特定保健指導域該当者が多く、40歳を迎えた際に指導対象とな
る可能性がある。

11



■加入者特性〈5か年の男女比率・平均年齢比較〉

年度別健診受診率 被扶養者

33.4%

66.6%

0

20

40

60

80

100

19.8%
(20,827人)

80.2%
(84,226人)

2018年度

20.5%
(21,614人)

79.5%
(83,775人)

2019年度

20.9%
(19,732人)

79.1%
(74,788人)

2020年度

21.8%
(21,151人)

78.2%
(75,980人)

2021年度

21.6%
(24,836人)

78.4%
(90,223人)

2022年度 他組合
2022年度

105,053人 105,389人 94,520人 97,131人 115,059人

男性
女性

男性

女性

全体

被保険者

平均年齢

2018年度

36.1歳

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 他組合
2022年度

36.3歳 36.6歳 36.4歳 36.5歳 43.6歳

38.9歳 39.4歳 39.8歳 40.0歳 40.8歳 41.0歳

38.3歳 38.8歳 39.1歳 39.2歳 39.8歳 42.7歳

64.0%

36.0%39.6%
(7,238人)

60.4%
(11,044人)

2018年度

39.9%
(7,462人)

60.1%
(11,217人)

2019年度

40.0%
(7,152人)

60.0%
(10,748人)

2020年度

40.3%
(7,440人)

59.7%
(11,029人)

2021年度

41.4%
(8,367人)

58.6%
(11,839人)

2022年度 他組合
2022年度

18,282人 18,679人 17,900人 18,469人 20,206人

男性

女性

全体

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 他組合
2022年度

24.2歳 24.0歳 24.4歳 24.1歳 23.6歳 31.3歳

19.9歳 19.8歳 20.2歳 19.9歳 19.6歳 26.1歳

2018年度

13.4歳 13.4歳 13.9歳 13.8歳 13.9歳 16.9歳

構
成
割
合
（
％
）
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■加入者特性〈3か年の構成割合比較〉

2020年度 2021年度 2022年度

年齢階層別構成割合（経年比較）

男
性
被
保
険
者

女
性
被
保
険
者

被
扶
養
者

構
成
割
合
（
％
）

年齢階層（歳）13



■医療費推移〈総医療費〉

年度別医療費推移 年度/年齢階層別医療費推移

0

5,000

10,000

15,000

1,000

2,000

3,000

4,000

6,000

7,000

9,000

11,000

12,000

13,000

14,000

16,000

8,000

2,355
(20.7%)

7,199
(63.2%)

1,845
(16.2%)

2,552
(21.0%)

7,603
(62.5%)

2,008
(16.5%)

2019年度

2,298
(20.2%)

7,142
(62.8%)

1,940
(17.0%)

2020年度

2,587
(20.1%)

11,380

12,863

8,118
(63.1%)

2022年度

10,139
(63.9%)

2018年度

2,644
(16.7%)

3,089
(19.5%)

2021年度

2,157
(16.8%)

11,399
12,163

15,872

+4,473
(+39.2%)

被扶養者
女性被保険者
男性被保険者

0

3,000

2,000

4,000

1,000

20
20

20
21

20
22

20
20

20
22

20
21

20
20

20
20

20
22

20
21

20
21

20
20

20
22

20
22

20
21

20
20

20
22

20
21

20
21

20
20

20
20

20
22

20
21

20
22

+177
(+14.5%)

+137
(+48.0%)

+432
(+26.7%)

+651
(+19.8%)

+497
(+14.3%)

+847
(+34.1%)

+212
(+48.1%)

+56
(+81.9%)

医
療
費
（
百
万
円
）

年度・年齢階層（歳）

0-9 10-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-

医
療
費
（
百
万
円
）
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■悪性腫瘍患者数〈経年比較〉 ※対象レセプト：医科
※疑い傷病：除く

60 39
118

723

128
203

607

56 60
129

801

114

230

612

65 77

210
127

317

850

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

胃 肺 大腸 乳房
（女性のみ）

子宮頸部
（女性のみ）

その他の
悪性腫瘍

前立腺
（男性のみ）

その他
女性生殖器
（女性のみ）

実
患
者
数
（
人
）

1,077

9 12 14

+5
(+8%)

+38
(+97%)

+92
(+78%)

+354
(+49%)

-1
(-1%)

+114
(+56%)

+5
(+56%)

+243
(+40%)

2018年度 2020年度 2022年度
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■悪性腫瘍診療開始日年齢(1/2)

胃の悪性腫瘍

5

28

148

193

226

252

415

340
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30
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3

0

0

疑い含む患者数 疑い除く患者数

大腸の悪性腫瘍

1
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44
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0

0

3

0

0
0

肺の悪性腫瘍
1

2

11

44

66

66

87

114

122

78

31

12

11

2

1

3

3

10

15

22

13

4

3
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0-4
5-9

10-14
15-19
20-24
25-29
30-34
35-39
40-44
45-49
50-54
55-59
60-64
65-69
70-

0
0
0

0

1

0
0

前立腺の悪性腫瘍（男性のみ）

4

7

6

19

23

45

39

32

26

4

1

2

2

1

4

3

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

0-4
5-9

10-14
15-19
20-24
25-29
30-34
35-39
40-44
45-49
50-54
55-59
60-64
65-69
70-

0
0
0
0
0
0
0
0

0

0

0

1

0

0

年
齢
階
層
（
歳
）

※対象：2022年度在籍者
※対象レセプト：医科（2022年度診療分)
※患者数：該当傷病で初めて受診した時点の年齢で患者数を集計
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■悪性腫瘍診療開始日年齢（2/2)

乳房の悪性腫瘍（女性のみ）

1

10

64

139

259

450

515

390

140
30

7

8

9

50

121

253

310

222

86
14

6

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500 550

0-4
5-9

10-14
15-19
20-24
25-29
30-34
35-39
40-44
45-49
50-54
55-59
60-64
65-69
70-

0
0
0
0
0
0

0

0

6

疑い含む患者数 疑い除く患者数

その他女性生殖器の悪性腫瘍（女性のみ）

2

1

2

35

193

257

317

514

846

607

200

33
4

3

3

15

21

29

50

82

75

32

9

1

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500 550 600 650 700 750 800 850

0-4
5-9

10-14
15-19
20-24
25-29
30-34
35-39
40-44
45-49
50-54
55-59
60-64
65-69
70-

0
0

0

0

0

0

子宮頸部の悪性腫瘍（女性のみ）

2

51

270

279

241

285

334

260

83

16

3
1

5

18

24

28

26

20

5

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220 240 260 280 300 320 340

0-4
5-9

10-14
15-19
20-24
25-29
30-34
35-39
40-44
45-49
50-54
55-59
60-64
65-69
70-

0
0
0
0
0
0

0

1

0

0

0

年
齢
階
層
（
歳
）

※対象：2022年度在籍者
※対象レセプト：医科（2022年度診療分)
※患者数：該当傷病で初めて受診した時点の年齢で患者数を集計
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2022年度未受診者の実態

48.4%

51.6%

0

20

40

60

80

100受
診
者
割
合
（
％
）

59.8%
(73,786人)

40.2%
(49,549人)

2018年度

58.2%
(72,160人)

41.8%
(51,908人)

2019年度

57.2%
(64,265人)

42.8%
(48,155人)

2020年度

54.7%
(63,265人)

45.3%
(52,335人)

2021年度

55.2%
(74,639人)

44.8%
(60,626人)

2022年度 他組合
2022年度

123,335人 124,068人 112,420人 115,600人 135,265人

■歯科受診割合〈全体〉

歯科受診者割合

54.5%
(10,713人)

15.7%
(3,082人)

29.8%
(5,866人)

未受診
受診

※対象レセプト：歯科

3年間連続未受診
2年間連続未受診

1年間未受診

※2020年度～2022年度継続在籍者に限定
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■特定健康診査受診率

0

20

40

60

80

100

22.0%
(5,055人)

78.0%
(17,953人)

2018年度

21.8%
(5,719人)

78.2%
(20,499人)

2019年度

28.8%
(8,374人)

71.2%
(20,736人)

2020年度

20.5%
(6,054人)

79.5%
(23,515人)

2021年度

18.7%
(6,147人)

81.3%
(26,712人)

2022年度

未受診 受診

受
診
率
（
％
）

※対象：各年度継続在籍者
※年齢：各年度末40歳以上

年度別健診受診率（被保険者・被扶養者別）年度別健診受診率（全体）

0

20

40

60

80

100
20.1%
(4,265人)

79.9%
(16,981人)

20.1%
(4,911人)

79.9%
(19,536人)

27.0%
(7,331人)

73.0%
(19,856人)

18.7%
(5,149人)

81.3%
(22,458人)

17.0%
(5,253人)

83.0%
(25,617人)

0

20

40

60

80

100

44.8%
(790人)

55.2%
(972人)

2018年度

45.6%
(808人)

54.4%
(963人)

2019年度

54.2%
(1,043人)

45.8%
(880人)

2020年度

46.1%
(905人)

53.9%
(1,057人)

2021年度

44.9%
(894人)

55.1%
(1,095人)

2022年度

被
保
険
者

被
扶
養
者
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※対象：2020~2022年度継続在籍被扶養者
※年齢：2020年度末40歳以上

パターン
受診状況 該当者

1

2

3

4

5

6

7

8

人数

515

割合

40.9%

63 5.0%

116 9.2%

52 4.1%

37 2.9%

53 4.2%

59 4.7%

363 28.9%

■特定健康診査受診状況〈被扶養者3か年〉

40.9%
(515人)

連続受診群
（3年連続）

30.2%
(380人)

浮動層群
（1~2回受診）

28.9%
(363人)

未受診群
（3年連続）

2020 2021 2022

〇 〇 〇

〇 〇 ×

× 〇 〇

〇 × 〇

〇 × ×

× 〇 ×

× × 〇

× × ×
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■特定保健指導対象者割合〈全体〉

◇情報提供の内在リスクの判定基準

・肥満： BMI25以上、または腹囲85cm（男性）・90cm （女性）以上

・検査値リスク有：下記のいずれか1つ以上該当

①血糖：空腹時血糖100mg/dl以上

（空腹時血糖を未測定の場合は、HbA1c 5.6%以上）

②脂質：中性脂肪150mg/dl以上またはHDLコレステロール40mg/dl未満

③血圧：収縮期血圧130mmHg以上または拡張期血圧85mmHg以上
11.1%

8.2%

7.2%

20.9%

29.5%

23.0%

0

20

40

60

80

100

6.9%
(1,618人)
5.6%

(1,308人)

2021年度

11.0%
(2,935人)

51.3%
(13,641人)

8.2%
(1,680人)

7.9%
(2,104人)
7.0%

(1,864人)
5.6%

(1,494人)

2022年度 他組合
2022年度

7.7%
(1,376人)

17.2%
(4,563人)

57.3%
(10,238人)

15.2%
(2,711人)

7.7%
(1,369人)
6.8%

(1,221人)
5.3%
(941人)

2018年度

56.3%
(11,495人)

15.3%
(3,120人)

8.2%
(1,674人)

6.9%
(1,413人)
5.1%

(1,032人)

2019年度

8.8%
(1,809人)

53.0%
(10,920人)

17.5%
(3,603人)

17.1%
(3,998人)

7.4%
(1,520人)
7.5%

(1,552人)
5.9%

(1,214人)

2020年度

10.1%
(2,375人)

52.7%
(12,354人)

7.6%
(1,789人)

服薬
情報提供（非肥満_検査値正常）
情報提供（非肥満_検査値リスク有）
情報提供（肥満_検査値正常）
動機付け支援
積極的支援

構
成
割
合
（
％
）

特定保健指導対象者割合（全体）

※対象：各年度継続在籍者 ※年齢：各年度末40歳以上

21



■特定保健指導対象者構成〈被保険者〉

1,290

628

808

254468

465

951

964

501 551

179 159

710 682

1,500

1,000

500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

特定保健指導
対象者
2,680

2020年度

119

2021年度

139

2022年度

流入（新加入/前年未受診）
流入（新40歳）
流入（健診値悪化/服薬中断）
リバウンド（再び対象者）
リピート（3年連続継続該当）
リピート（2年連続継続該当）
改善（健診値改善）
服薬（服薬による指導対象外）
流出（未受診/離脱）

（人）

※対象：各年度継続在籍被保険者
※年齢：各年度末40歳以上
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■特定保健指導該域当者〈若年層全体〉

84.3%
(414人)

15.7%
(77人)

2018年度

81.3%
(418人)

18.7%
(96人)

2020年度

82.9%
(517人)

17.1%
(107人)

2022年度

491人 514人 624人

被保険者全体 男性被保険者

97.1%
(775人)

2.9%
(23人)
2018年度

95.4%
(702人)

4.6%
(34人)

2020年度

95.8%
(780人)

4.2%
(34人)

2022年度

798人 736人 814人

女性被保険者

92.2%
(1,189人)

7.8%
(100人)

2018年度

89.6%
(1,120人)

10.4%
(130人)

2020年度

90.2%
(1,297人)

9.8%
(141人)

2022年度

1,289人 1,250人 1,438人

非該当
該当

◇厚生労働省の階層化基準に基づく判定
※対象：各年度末40歳未満
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■特定保健指導該域当者〈若年層・年齢階層別〉

94.7%
(18人)

5.3%
(1人)

2018年度

93.8%
(30人)

6.3%
(2人)

2020年度

100.0%
(43人)

0.0%
(0人)

2022年度

19人 32人 43人

男性被保険者 女性被保険者

91.9%
(34人)

8.1%
(3人)

2018年度

95.7%
(45人)

4.3%
(2人)

2020年度

98.6%
(72人)

1.4%
(1人)

2022年度

37人 47人 73人

83.2%
(362人)

16.8%
(73人)

2018年度

78.9%
(343人)

21.1%
(92人)

2020年度

79.1%
(402人)

20.9%
(106人)

2022年度

435人 435人 508人

29歳以下 35~39歳30~34歳

96.9%
(93人)

3.1%
(3人)

2018年度

98.0%
(96人)

2.0%
(2人)

2020年度

99.2%
(124人)

0.8%
(1人)

2022年度

96人 98人 125人

96.6%
(85人)

3.4%
(3人)

2018年度

98.9%
(90人)

1.1%
(1人)

2020年度

96.0%
(121人)

4.0%
(5人)

2022年度

88人 91人 126人

97.2%
(597人)

2.8%
(17人)
2018年度

94.3%
(516人)

5.7%
(31人)

2020年度

95.0%
(535人)

5.0%
(28人)

2022年度

614人 547人 563人

29歳以下 35~39歳30~34歳

非該当 該当

◇厚生労働省の階層化基準に基づく判定
※対象：各年度末40歳未満

24



STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
・その他がんを除き、乳がん肺がんの順で医療費が高い。
・40代以降から悪性腫瘍の患者数が増加傾向にあるが、40歳未満において
も一定数の患者が存在している。

 早期発見早期治療のため、がん検診の受診を促進するとともに、受診条
件を見直す。

2 ・歯科医療費が年々増加傾向。
・加入者の半数以上が一年間一度も歯科受診をしていない。  歯科受診勧奨、問診によるリスク状態の把握および自覚を促する。

3 ・被扶養者の特定検診受診率が低い。
・連続未受診者が多く存在し、健康リスク未把握の状態が長く続いている。  受診勧奨、広報等による検診機会の周知徹底。

4
・特定保健指導のリピート対象者の割合が高い。
・若年層のうち特定保健指導域該当者が一定数存在しているが、生活習慣病
の予防策が打てていない。

 保健指導参加機会の提供＆周知、若年者や予備軍に対し、将来的なリス
クを低減させる取り組みを行う。 

基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ・加入者の74.9％が女性である。  ・女性が大多数を占める加入者構成を踏まえた検討が必要。

2 ・株式会社リクルートスタッフィングの派遣スタッフが被保険者の68.6％を占めている。  ・派遣スタッフは加入後1年未満で喪失することが多いため、長期的な対策の実施が難し
い。また加入喪失を繰り返す者も多く、地道な健康教育が必要。

3
・加入者全体の年齢構成は、20〜30代（44.8％）が多く、60歳以上（3.5％）が少ない。
・加入者女性の年齢構成は、20〜30代（41.7％）も多いが、40〜50代（48.4％）が更に多
い。

 ・徐々に高齢化が進んでいるため、年齢階層毎の検討が必要。

4 ・健保には医療専門職が不在。  ・医学的な知識や経験が必要な場合は、委託事業者の活用が必要。

保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ・保健事業予算の大半が健診事業。  ・費用対効果を見極めたうえで、広報や疾病予防への展開を検討する。

2 ・新たに「重症化予防の受診勧奨（令和５年度）」「WEB歯科問診（令和６年度）」を導入
。  ・導入後の結果分析から、より効果的な事業展開を検討する。

ア，イ，ウ，
エ，オ

カ

キ，ク

ケ，コ，サ，
シ
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関紙（けんぽっぽ）・その他健康情報提供
　その他 　季刊誌　けんぽっぽforFamily 発行
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　歯科問診
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品の使用推奨
　疾病予防 　ファミリー健診（被扶養者健診）
　疾病予防 　人間ドック補助
　疾病予防 　がん健診
　疾病予防 　単独がん健診（子宮頚がん・乳がん）
　疾病予防 　禁煙促進事業
　疾病予防 　生活習慣病の受診勧奨
　疾病予防 　健康相談
　体育奨励 　フィットネスクラブ利用
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
生活習慣病の改善または予防を目的とする。
高齢化傾向を見据え、高齢者の疾患予防に繋がる事業を実施する。

事業全体の目標事業全体の目標
・被扶養者の特定健診受診率の向上。
・特定保健指導対象者率の減少。
・高齢者の疾患予防について検討し、今後の実施計画を見直す。

26



職場環境の整備職場環境の整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ

- - - - - -
保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存

機関紙（けん
ぽっぽ）・そ
の他健康情報
提供

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス

年に2回、機関紙「けんぽ
っぽ」を発行し、被保険
者の自宅住所宛に送付す
る。

コ,シ -
・機関誌「けんぽっぽ」
を発行。
・必要な情報を適切に伝
えられる紙面となるよう
、継続的に検討する。

・機関誌「けんぽっぽ」
を発行。
・必要な情報を適切に伝
えられる紙面となるよう
、継続的に検討する。

・機関誌「けんぽっぽ」
を発行。
・必要な情報を適切に伝
えられる紙面となるよう
、継続的に検討する。

・機関誌「けんぽっぽ」
を発行。
・必要な情報を適切に伝
えられる紙面となるよう
、継続的に検討する。

・機関誌「けんぽっぽ」
を発行。
・必要な情報を適切に伝
えられる紙面となるよう
、継続的に検討する。

・機関誌「けんぽっぽ」
を発行。
・必要な情報を適切に伝
えられる紙面となるよう
、継続的に検討する。

健康啓発、健康情報・健保情報の提供 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

機関誌の発行率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度
：100％)機関紙「けんぽっぽ」を発行。対象者にもれなく送付する。

広報誌の発行により得られる明らかな効果（結果）が無いため、設定せず。
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

そ
の
他

2,3,5 既
存

季刊誌　けん
ぽっぽforFami
ly 発行 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 １ ク

40歳以上の被扶養者を対
象とし季刊誌を発行。健
康リテラシーの向上を促
すとともに、被扶養者の
特定健診の受診勧奨等に
利用する。

コ,シ -

・季刊誌「けんぽっぽfor
Family」を発行。
・被扶養者の特定検診の
受診に繋がるような紙面
となるよう、継続的に検
討する。

・季刊誌「けんぽっぽfor
Family」を発行。
・被扶養者の特定検診の
受診に繋がるような紙面
となるよう、継続的に検
討する。

・季刊誌「けんぽっぽfor
Family」を発行。
・被扶養者の特定検診の
受診に繋がるような紙面
となるよう、継続的に検
討する。

・季刊誌「けんぽっぽfor
Family」を発行。
・被扶養者の特定検診の
受診に繋がるような紙面
となるよう、継続的に検
討する。

・季刊誌「けんぽっぽfor
Family」を発行。
・被扶養者の特定検診の
受診に繋がるような紙面
となるよう、継続的に検
討する。

・季刊誌「けんぽっぽfor
Family」を発行。
・被扶養者の特定検診の
受診に繋がるような紙面
となるよう、継続的に検
討する。

40歳以上の特定健診対象被扶養者に向けて
健康情報の提供・特定健診・保健指導参加
率の受診率向上

・被扶養者の特定検診受診率が低
い。
・連続未受診者が多く存在し、健
康リスク未把握の状態が長く続い
ている。

季刊誌の発行率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度
：100％)季刊紙「けんぽっぽforFamily」を発行。対象者にもれなく送付する。

被扶養者の特定検診受診率を指標とするため、設定せず（特定健康診査事業にて指標設定済）。
(アウトカムは設定されていません)

健診結果提出依頼(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)季刊紙
「けんぽっぽforFamily」の記事または同封物にて健診結果の提出を案内する。 -

個別の事業個別の事業
- - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健康診査 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 ３ ク,ケ

・加入者の受診状況を確
認する。
・被扶養者の受診率を上
げる施策を検討、実施す
る。

ア,ク -
・被扶養者の受診率向上
対策を検討する。
・健診機会や健診結果提
出の広報を実施する。

・被扶養者の受診率向上
対策を検討する。
・健診機会や健診結果提
出の広報を実施する。

・被扶養者の受診率向上
対策を検討する。
・健診機会や健診結果提
出の広報を実施する。

・被扶養者の受診率向上
対策を検討する。
・健診機会や健診結果提
出の広報を実施する。

・被扶養者の受診率向上
対策を検討する。
・健診機会や健診結果提
出の広報を実施する。

・被扶養者の受診率向上
対策を検討する。
・健診機会や健診結果提
出の広報を実施する。

生活習慣病の予防。
・被扶養者の特定検診受診率が低
い。
・連続未受診者が多く存在し、健
康リスク未把握の状態が長く続い
ている。

被扶養者の受診状況分析(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)
被扶養者を「全体・社員・派遣の各被扶養者」に分類し、被扶養者受診率を分析する。

内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：6.4％　令和7年度：6.4％　令和8年度：6.4％　令和9年度：6.4％　令和10年度：6.4％　令和11年度：6.4％)国への報告データにおいての集計結果
。
※参考：令和4年度実績6.4％。共通評価指標の令和3年度全体平均15.0％。
★プリセット指標。

特定健診実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：82.0％　令和7年度：82.6％　令和8年度：83.2％　令和9年度：83.8％　令和10年度：84.4％　令和11年度：8
5.0％)国への報告データにおいての集計結果。
※参考：令和4年度実績81.6%。国の目標は受診率70％以上（単一健保目標は90％以上）。
★プリセット指標。

被扶養者の受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：67.5％　令和7年度：68.0％　令和8年度：68.5％　令和9年度：69.0％　令和10年度：69.5％　令和11年度：70.0％)国への報告データにおいての集計結果
。
※参考：令和4年度実績67.1％。国の目標は受診率70％以上（単一健保目標は90％以上）。

- - - - - -
特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 １ エ,ク,ケ,サ

特定健診での基準該当者
に対し、特定保健指導を
実施する。

ア,コ -
・対象者に保健指導実施
の機会を提供し、実施率
向上を目指す。
・派遣社員の実施率向上
対策を検討、実施する。

・対象者に保健指導実施
の機会を提供し、実施率
向上を目指す。
・派遣社員の実施率向上
対策を検討、実施する。

・対象者に保健指導実施
の機会を提供し、実施率
向上を目指す。
・派遣社員の実施率向上
対策を検討、実施する。

・対象者に保健指導実施
の機会を提供し、実施率
向上を目指す。
・派遣社員の実施率向上
対策を検討、実施する。

・対象者に保健指導実施
の機会を提供し、実施率
向上を目指す。
・派遣社員の実施率向上
対策を検討、実施する。

・対象者に保健指導実施
の機会を提供し、実施率
向上を目指す。
・派遣社員の実施率向上
対策を検討、実施する。

生活習慣病の予防（生活習慣の改善）

・特定保健指導のリピート対象者
の割合が高い。
・若年層のうち特定保健指導域該
当者が一定数存在しているが、生
活習慣病の予防策が打てていない
。

検討会議の実施(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)毎年、指
導内容・指導方法などを見直す会議の実施。

派遣社員の保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：15.0％　令和7年度：19.0％　令和8年度：23.0％　令和9年度：27.0％　令和10年度：31.0％　令和11年度：35.0％)国への報告データにおいての
集計結果（派遣社員のみの実施率）。
参考）令和4年度実績14.4%

保健指導実施率の分析(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)被
保険者（社員・派遣）、被扶養者（社員・派遣）に区分し、保健指導実施率を分析する。

特定保健指導対象者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：12.7％　令和7年度：12.7％　令和8年度：12.7％　令和9年度：12.7％　令和10年度：12.7％　令和11年度：12.7％)国への報告データにおいての集
計結果。
※参考：令和4年度実績12.7％。健康スコアリングレポートの全組合平均18.1％。
★プリセット指標。

特定保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：30.0％　令和7年度：33.0％　令和8年度：36.0％　令和9年度：39.0％　令和10年度：42.0％　令和11年
度：45.0％)国への報告データにおいての集計結果。
※参考：令和4年度実績27.2％。国の目標は実施率45％以上（単一健保目標は60％以上）。
★プリセット指標。

特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：30.8％　令和7年度：31.3％　令和8年度：31.8％　令和9年度：32.3％　令和10年度：32.8％　令和11年度：33.3％)国への
報告データにおいての集計結果。
※参考：令和4年度実績30.2％。共通評価指標の令和3年度全体平均33.3％。
★プリセット指標。

- - - - - -
保
健
指
導
宣
伝

3 既
存 歯科問診 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ウ Web歯科問診による口腔

リスクチェックを実施。 コ,シ - WEB歯科問診を提供する
。

WEB歯科問診を提供する
。

WEB歯科問診を提供する
。

WEB歯科問診を提供する
。

WEB歯科問診を提供する
。

WEB歯科問診を提供する
。 虫歯や歯周病の早期発見。

・歯科医療費が年々増加傾向。
・加入者の半数以上が一年間一度
も歯科受診をしていない。

検討会議の実施(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)利用状況を
確認し、事業内容の見直しを行う。

歯科受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：45.0％　令和7年度：46.0％　令和8年度：47.0％　令和9年度：48.0％　令和10年度：49.0％　令和11年度：50.0％)歯科受診率。
※令和4年度受診率44.8％。

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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- - - - - -

7 既
存

ジェネリック
医薬品の使用
推奨

全て 男女
20
〜
74

加入者
全員 １ カ,キ,ク

レセプトより先発品処方
者を抽出し、切替促進の
ための通知を送付する。

コ,シ サービス提供業者と連携
して進めていく。

後発医薬品への切替促進
案内を送付する。

後発医薬品への切替促進
案内を送付する。

後発医薬品への切替促進
案内を送付する。

後発医薬品への切替促進
案内を送付する。

後発医薬品への切替促進
案内を送付する。

後発医薬品への切替促進
案内を送付する。

ジェネリック医薬品の使用を促進し、医療
費の削減を目指す。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

差額通知の発送(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)後発医薬品
への切替促進案内を送付する。

後発医薬品数量比率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：110.0％　令和7年度：110.0％　令和8年度：110.0％　令和9年度：110.0％　令和10年度：110.0％　令和11年度：110.0％)切替促進案内送付対象者の後
発医薬品数量比率（前年度同時期からの伸び率）。

- - - - - -

疾
病
予
防

3 既
存

ファミリー健
診（被扶養者
健診）

全て 男女
19
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ ウ,ケ 8月〜2月に実施 コ,シ -

・対象者に受診機会を提
供する。
・短時間派遣社員の受診
も可能とする。
・受診率向上のため、広
報や受診勧奨等を実施す
る。

・対象者に受診機会を提
供する。
・短時間派遣社員の受診
も可能とする。
・受診率向上のため、広
報や受診勧奨等を実施す
る。

・対象者に受診機会を提
供する。
・短時間派遣社員の受診
も可能とする。
・受診率向上のため、広
報や受診勧奨等を実施す
る。

・対象者に受診機会を提
供する。
・短時間派遣社員の受診
も可能とする。
・受診率向上のため、広
報や受診勧奨等を実施す
る。

・対象者に受診機会を提
供する。
・短時間派遣社員の受診
も可能とする。
・受診率向上のため、広
報や受診勧奨等を実施す
る。

・対象者に受診機会を提
供する。
・短時間派遣社員の受診
も可能とする。
・受診率向上のため、広
報や受診勧奨等を実施す
る。

各種疾病の早期発見、健診受診率（特に特
定健診）の向上。

・被扶養者の特定検診受診率が低
い。
・連続未受診者が多く存在し、健
康リスク未把握の状態が長く続い
ている。

検討会議の実施(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)健診内容
・補助方法などを見直す会議の実施。

被扶養者の特定検診受診率を指標とするため、設定せず（特定健康診査事業にて指標設定済）。
(アウトカムは設定されていません)

ファミ健受診率分析(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)ファ
ミ健受診率を分析。任意継続・被扶養者・短時間派遣社員の受診率に注目し、事業の効果測定を行う。 -

- - - - - -

3 既
存

人間ドック補
助 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 １ ウ 8月〜2月に実施。 コ,シ -

・対象者に受診機会を提
供し、補助を行う。
・健診内容等、全体を見
直す。

・対象者に受診機会を提
供し、補助を行う。
・健診内容等、全体を見
直す。

・対象者に受診機会を提
供し、補助を行う。
・健診内容等、全体を見
直す。

・対象者に受診機会を提
供し、補助を行う。
・健診内容等、全体を見
直す。

・対象者に受診機会を提
供し、補助を行う。
・健診内容等、全体を見
直す。

・対象者に受診機会を提
供し、補助を行う。
・健診内容等、全体を見
直す。

がんなどの疾病の早期発見。

・その他がんを除き、乳がん肺が
んの順で医療費が高い。
・40代以降から悪性腫瘍の患者数
が増加傾向にあるが、40歳未満に
おいても一定数の患者が存在して
いる。

検討会議の実施(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)健診内容
・補助方法などを見直す会議の実施。

他の事業に注力するため設定せず。
(アウトカムは設定されていません)

人間ドック受診率分析(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)人
間ドック受診率を分析。任意継続・被扶養者・短時間派遣社員の受診率に注目し、事業の効果測定を行う。 -

- - - - - -

3,4 既
存 がん健診 全て 男女

40
〜
75

被扶養
者 １ ウ,ク

40歳以上の被扶養者向け
に、ファミリー健診に加
えてがん検診を無料で実
施。
一部自己負担のある人間
ドックへの切替も可能と
している。

コ,シ -
・対象者に受診機会を提
供する。
・健診内容等、全体を見
直す。

・対象者に受診機会を提
供する。
・健診内容等、全体を見
直す。

・対象者に受診機会を提
供する。
・健診内容等、全体を見
直す。

・対象者に受診機会を提
供する。
・健診内容等、全体を見
直す。

・対象者に受診機会を提
供する。
・健診内容等、全体を見
直す。

・対象者に受診機会を提
供する。
・健診内容等、全体を見
直す。

肺がん、胃がん、大腸がん、乳がん、子宮
頸がんの早期発見。

・その他がんを除き、乳がん肺が
んの順で医療費が高い。
・40代以降から悪性腫瘍の患者数
が増加傾向にあるが、40歳未満に
おいても一定数の患者が存在して
いる。

検討会議の実施(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)健診内容
・補助方法などを見直す会議の実施。

他の事業に注力するため設定せず。
(アウトカムは設定されていません)

がん健診受診率分析(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)がん健
診受診率を分析し、事業の効果測定を行う。 -

- - - - - -

3 新
規

単独がん健診
（子宮頚がん
・乳がん）

全て 女性
19
〜
74

被保険
者 １ ウ,ク

女性被保険者に無料のが
ん健診を実施（子宮頸が
ん健診：19歳以上、乳が
ん健診：35歳以上）
35歳以上の女性は子宮頸
がん、乳がんの同時受診
の無料受診を可能として
いる。

コ,シ -
・対象者に受診機会を提
供する。
・健診内容や受診対象等
、全体を見直す。

・対象者に受診機会を提
供する。
・健診内容や受診対象等
、全体を見直す。

・対象者に受診機会を提
供する。
・健診内容や受診対象等
、全体を見直す。

・対象者に受診機会を提
供する。
・健診内容や受診対象等
、全体を見直す。

・対象者に受診機会を提
供する。
・健診内容や受診対象等
、全体を見直す。

・対象者に受診機会を提
供する。
・健診内容や受診対象等
、全体を見直す。

40歳未満の加入者の乳がん、子宮頸がんの
早期発見。

・その他がんを除き、乳がん肺が
んの順で医療費が高い。
・40代以降から悪性腫瘍の患者数
が増加傾向にあるが、40歳未満に
おいても一定数の患者が存在して
いる。

検討会議の実施(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)健診内容・
補助方法などを見直す会議の実施。

他の事業に注力するため設定せず。
(アウトカムは設定されていません)

単独がん健診受診率分析(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)
単独がん健診の受診率を分析し、事業の効果測定を行う。 -

- - - - - -

5 新
規 禁煙促進事業 全て 男女

35
〜
74

加入者
全員 １ ク

35歳以上の加入者にオン
ライン禁煙外来を提供す
る。

コ,シ - オンライン禁煙外来を提
供する。

オンライン禁煙外来を提
供する。

オンライン禁煙外来を提
供する。

オンライン禁煙外来を提
供する。

オンライン禁煙外来を提
供する。

オンライン禁煙外来を提
供する。 禁煙促進による健康増進奨励。

・特定保健指導のリピート対象者
の割合が高い。
・若年層のうち特定保健指導域該
当者が一定数存在しているが、生
活習慣病の予防策が打てていない
。

検討会議の実施(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)健診内容・
補助方法などを見直す会議の実施。

受診者の禁煙率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：50.0％　令和7年度：52.0％　令和8年度：54.0％　令和9年度：56.0％　令和10年度：58.0％　令和11年度：60.0％)40歳以上の受診完了の禁煙継続率（翌年
度の健診の問診票等で喫煙状況を確認）。
参考）令和4年度禁煙率36.4％。

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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3,4 既
存

生活習慣病の
受診勧奨 全て 男女

19
〜
74

基準該
当者 １ エ,ク

・特定健診や人間ドック
等の結果から、高血圧症
、糖尿病、脂質異常症で
医療機関への受診が必要
な対象者に受診勧奨を実
施する（年1回）
・受診勧奨後、受診状況
をレセプトで確認する。

コ
サービス提供会社および
事業会社と連携して進め
ていく。

ハイリスクかつ未治療者
に対して受診勧奨通知を
送付する。

ハイリスクかつ未治療者
に対して受診勧奨通知を
送付する。

ハイリスクかつ未治療者
に対して受診勧奨通知を
送付する。

ハイリスクかつ未治療者
に対して受診勧奨通知を
送付する。

ハイリスクかつ未治療者
に対して受診勧奨通知を
送付する。

ハイリスクかつ未治療者
に対して受診勧奨通知を
送付する。

生活習慣病（高血圧、糖尿病、脂質異常症
）に伴う疾病予防。

・特定保健指導のリピート対象者
の割合が高い。
・若年層のうち特定保健指導域該
当者が一定数存在しているが、生
活習慣病の予防策が打てていない
。

受診勧奨通知の発送(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)受診勧
奨通知を送付する。

受診勧奨後の受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：10％　令和7年度：10％　令和8年度：10％　令和9年度：10％　令和10年度：10％　令和11年度：10％)受診勧奨通知送付対象者の受診率。
※実績が無いため、目標値は目安。

- - - - - -

6 既
存 健康相談 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

電話・Webによる健康相
談、メンタルヘルスカウ
ンセリングサービスを実
施。
セカンドオピニオンの相
談窓口も設置。

ウ,カ - 効果測定をし、改善を図
る。

効果測定をし、改善を図
る。

効果測定をし、改善を図
る。

効果測定をし、改善を図
る。

効果測定をし、改善を図
る。

効果測定をし、改善を図
る。

電話健康相談、メンタルヘルスカウンセリ
ング等により、早期の適切な受診・治療を
促す。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

検討会議の実施(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)利用状況
を確認し、事業内容の見直しを行う。

健康相談実施数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：103％　令和7年度：103％　令和8年度：103％　令和9年度：103％　令和10年度：103％　令和11年度：103％)健康相談実施数の増加率（前年度比）にて、
健康相談の認知度向上を測る。

- - - - - -

体
育
奨
励

5 既
存

フィットネス
クラブ利用 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ケ

フィットネスクラブと提
携し、法人価格での施設
利用を可能とする。
各フィットネスクラブの
紹介やキャンペーン告知
等を見直し、効果的な広
報を検討する。

コ -
利用者を増やす施策を検
討、実施する。
健康保険証廃止に伴い、
法人会員利用方法を整備
する。

利用者を増やす施策を検
討、実施する。

利用者を増やす施策を検
討、実施する。

利用者を増やす施策を検
討、実施する。

利用者を増やす施策を検
討、実施する。

利用者を増やす施策を検
討、実施する。 運動による健康増進奨励。

・特定保健指導のリピート対象者
の割合が高い。
・若年層のうち特定保健指導域該
当者が一定数存在しているが、生
活習慣病の予防策が打てていない
。

検討会議の実施(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)各フィット
ネスの利用状況を確認し、事業内容の見直しを行う。

適切な運動習慣を有する割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：30.6％　令和7年度：31.2％　令和8年度：31.8％　令和9年度：32.4％　令和10年度：33.0％　令和11年度：33.6％)健康スコアリングレポート
「適切な運動習慣を有する割合（加入者全体）」の集計結果。
※参考：令和4年度実績30.4％。全組合平均は33.6%。

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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